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1.ま え が き
地域の経済構造が,そ の生産 ・分配 ・支出の各経済勘定の側面で,ど のように1975年以来変容 したか
を統計的に分析するのが本研究の主要な 目的である。そのために,経企庁の県民所得データを利用した。
生産額で見た県の経済はいずれ も成長 している。 しか し75年か ら93年の成長率は,実 質1人 当た り生
産額では90%に近い県から20%の県までに及ぶ。産業3分 類による生産構造の変化は,い ずれの県で も
生産出荷額からは第一次産業のそれが減少 しているが,第 二次産業でカバーする県 と第三次産業にシフ
トしている県が見 られ る。
分配について,名 目1人 当た り県民所得(雇 用者所得,財 産所得,企 業所得の総和)で 比較 してみる
と,75年にはL96倍の格差 であ った ものがバ ブル期 の90年において は2.24倍に拡大 している 。格 差 は1
人当た りで計測 しているので人口増加県は必要以上1こ小 さくなる傾向にあるので,格 差拡大の要因をす






名 目県民支出=総 生産を用いて75年か ら年の平均値成長率お よび86年か ら93年の平均成長率を,Ya一
Y。 〈1+r)nによって県別 に計 算 した。86年を境界 に したの は全 国の成長率 力㌔ 図2 一1に 見 られ る
ご と く, 1つの変換点を示 しているからである。それゆえ、各都道府県の75年か ら86年までの平均成長
率 と86年か ら93年までの平均成長率が、全国平均を上回るか下回るかによって分類す ると,以下の4グ
ルー プになる。
1,86/75年および93/86年とも全国平均値以上の都道府県(10)
群馬,滋 賀, 埼玉,奈 良,新 潟,福 島,東 京,宮 城,栃 木,沖 縄
2.86/75年全国平均 値以下 ・93/86全国平均値以上 の都道府県(13)
長野,兵 庫, 香川,福 岡,大 分,佐 賀,神 奈川,長 崎,岩 手,北 海道,徳 島,鳥 取, 岐阜
3.86/75年全国平均値以上 ・93/86全国平均値以下の都道府県(8)
茨城,千 葉, 三重,富 山,鹿 児 島,愛 知,京 都,静 岡
4.86/75年お よび93/86年と も全 国平均値 以下 の都道府 県(16)
福井,宮 崎, 愛媛,石 川,高 知,山 梨,広 島,島 根,岡 山,青 森,熊 本,大 阪,秋 田, 山形,







以上の分類からは,若 干の地域(県)を 除外 して,関 東地区上位の様子がうかがわれる。75年か ら93
年 にか け て の 平 均成 長 率 の10位 まで は,滋:賀(7.4),群 馬(7.3),埼 玉(7.0),栃 木(6.9),新 潟(6.8),
o
富 山(6.7),沖縄 (6.7),奈良(6.6),東京(6.6),千葉(6.5)とな り東 京 を中 心 に関 東 が5都 県 を 占
め ている。逆 に,成 長 率 の 低 い10県 は,和 歌 山(4.6),愛媛(5.2),山 口(5.2),秋 田 (5.3),広島
(5。3),高知(5.4),徳 島(5.9),香 川(5.5),青 森(5.5),山 形(5.5)であ る よ う に 関 東 の 県 は 見 あ た
らない 。
また,い わ ゆるバ ブル期 の86-90を上昇期,90-93を下 降期 とす るな ら,成 長率の全 国平均以上 であ
嘔




群馬,滋 賀, 奈良,長 野, 兵庫,埼 玉, 香川
2.90/86年成長率全国平均値以下 ・93/90年成長率全国平均値以上 (29)
佐 賀,長 崎, 和歌 山,神 奈川, 高知, 京都,沖 縄, 北海道, 岩手,福 岡,
鹿児 島,福 島, 愛 媛,山 口, 島根,静 岡, 宮崎, 岐阜,徳 島, 栃 木,
岡山
3.90/86年成長率全国平均値以上および93/90年成長率全国平均値以下 (6)
新 潟,茨 城, 富山,三 重, 東京,千 葉
4.90/86年成長率全国平均値以下および93/90年成長率全国平均値以下 (5)
福 井,山 梨, 広 島,愛 知, 大 阪,
である。バブル下降期 に全国平均以上の地域が多いのは,全国平均 の成長率 が1.7であJ1たの に対 し束
京が0ユと大 きく平均値以下になったためである。
以上の,県 別の成長率の比較に対 して,地域別のそれは表2 一 1であ る。
基準に以下のようにな る。
北海道
東 北 ・青 森, 岩 手,宮 城, 秋 田,山 形, 福島
関 東 茨城,栃 木,群 馬, 埼 玉,千 葉, 東京, 神奈川, 長野,山 梨
北 陸 新潟,富 山,石 川, 福井
東 海 岐阜,静 岡,愛 知, 三:重
近 畿 滋賀,京 都,大 阪, 兵嵐 奈良,和歌山
中 国 鳥取, 島根,岡 山, 広 島,山 口
四 国 徳島,香川,愛 媛, 高知
九 州 福岡,佐賀,長 崎, 熊本,大 分, 宮崎, 鹿児 島, 沖縄
表2-1 地域別成長率の比較
期間と地域 75/86 86/9C 90/93 86/93 75/93
北海道 6.77 6.13 3.37 4.94 5.73
東 北 7.31 6」4 2.80 4.70 5.95
関 東 8.93 8.15 0.87 4.97 6.68
北 陸 7.35 6.40 2.38 9.66 5.95
、 中 部 7.94 7.18 1.12 4.54 6.24
近 畿 7.91 6.69 1.83 4.58 5.96
中 国 6.63 6.35 1.&i 4.39 5.44
四 国 6.20 6.93 2.66 9.80 5.35
九 州 7.07 6.08 3.12 4.80 5.85
沖 縄 8.54 5.79 3.91 4.76 6.67
全 国 7.68 7.13 1.68 4.76 6.18
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75年か ら93までの期間 について,成 長率が高いのは関 東だけであ り,そ の他の地域は平 均以下 となっ
ている。関東の総生産 ・支出に占める割合 は75年33。5%,86年36.1%,90年37,5%,93年36.6%となっ
てお り,そ の比率は大 きい。各年度の ジニ係数 は,75年0.278.86年0.265,90年0.259,93年0.264であ
る。それ故,90年まで は格差が拡大 し,バ ブル収束 とともに縮小 した とい える。
以上 の成長率の違 いを支出 ・生産の側面か ら以下 に分析す ることにす る。..
3.県 民 支 出 に よ る 分 析
47都道府県 を,75年か ら93年までの成長率 の高低か ら5グ ルー プに分 け,そ の特性を検討 してみ よう。
グループ分類 は,下 の表3-1に 示 した。 ここでグルー プの都道府県数 は任意である。
表3-1成 長率 によるクループ分 け
第1グ ループ(10) 滋賀,埼 玉,千 葉,・群馬,茨 城,山 梨,沖 縄,奈 良,神 奈川,東 京
第2グ ループ(9) 福島,宮 城,静 岡,愛 知,栃 木,大 分,長 野,鹿 児島,京 都
第3グ ループ(9) 岐阜,兵 庫,石 川,佐 賀,福 井,熊 本,新 潟,三 重,岩 手
第4グ ループ(9) 大阪,鳥 取,福 岡,北 海道,岡 山,宮 崎,長 崎,島 根,富 山
第5グ ループ(10) 山形,青 森,香 川,徳 島,高 知,広 島,秋 田,山 口,愛 媛,和 歌 山
以上の5グ ループについて県民支出の需要項 目である,民 間最終支出,政 府最終支出,総 資本形成,
移 出入お よび統計上の不 突合の4項 目を,75年か ら93年まで合計 し,そ の構成比 を表3-2に 示 した。
表3-2需 要項 目別構成比
民間最終支出 政府最終支出 総資本形成 移出入 ・不突合
第1グ ループ 50.26 8.42 26.75 14.73
第2グ ループ 50.89 8.42 29.01 重1.45
第3グ ループ 55.96 9.63 30.98 3.98
第9グ ループ 53.58 9.50 28.80 8.14
第5グ ループ 59.07 11.14 31.44 一1 .73
全 ,国 52.4s 9.09 28.6童 9.70
最 も特徴的であるのは,移 出入であ り,成 長率の高い県は移 掛 も高い ことを示 している。例外 は,第
4グルー プであるが,こ こには大阪 と福岡が入 ってお り,両 地域 とも中心都市であるので,移 出が高 く
なってい る。移 出の低い地球は.当 然のこ ととして,他 の民間最終支 出,政 府最終支出や総資本形成が
高 くなる。 さらに,総 資本形成 で,グ ループによっての差異 を検 討 した ものが表3-3で ある。
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表3-3資 本形成 の構 成比
.民 間 政 府 住 宅 設 備
'一般支 出
第1グ ループ 77.51 22.49 24.34 61.00 19.66
第2グ ループ 75.18 25.68 20.11 61.2A 18.65
第3グ ルー プ
'68
.49 31.59 19.58 57.52 22.90
第9グ ループ 69.91 30.09 19.52 59.18 21.30
第5グ ループ 66.58 33.42 18.18 56.31 25.50
全 国 72.86 27.14 21.17 59.69 19.14
第1グ ループは,民 間投資と住宅および設備投資が高 く,それに対 して,第5グ ループは,政 府投資
と一般支出の比率が高φ。この投資行動の差が表3-2の 移出の差を反映 していると推定 されよう。
バブル上昇期 と下降期の全国平均以上7県(群 馬,滋 賀,奈 良,長 野,兵 庫,埼 玉,香 川)と 全国平




成 長 率 民間最終需要 政府最終需要 総資本形成 移出入
県外からの
要 素所 得 総県民支出
上位県 上昇期 59.09 8.32 29.94 3.22 11.95 11L9
成長率 6.13 5.30 11.6E 24.57 11.37 8.70
下降期 58.56 8.19 30.53 2.73 11.63 111.63.
成長率 5.08 5.11 0.$9 一69 .49 一 〇.70 2.05
下位県 上昇期 49.4i 6.67 26.54 16.53 一3 .47 96.53
成長率 5.56 5.5E 19.28 4.32 一21 .52 8.ll
下降期 49.83 7.00 28.00 15.18 一1 .59 98.4E
成長率 3.58 5.15 一2 .49 0.4f 9.19
●
1.02
構成比か らの特徴は,成 長下位県には大阪,愛 知,広 島の地域中心都市が含まれているので,移 出の
構成比が高 くなっている。それ故,民 間最終需要,政 府最終需要,総 資本形成の構成比が低 くなる。ま
た,県 外からの要素所得眠 上位県で高いので総県民所得は上昇 し,下位県ではマイナスになる。中心
県と周辺県の性格差を表 しているものである。平均成長率についての特徴は,総資本形成にみ られる。




表3-5投 資主体別資本成長率(片 カッコは内 を示す)
民 間 (住宅 (設備 政 府 (住宅 (設備 (一般
上位県 上昇期 12.54 13.66 12.07 4.25 一4 .98 一3 .16 8.21
下降期 一1 .31 一 〇.54 一L64 12.05 17.14 15.58 10.52
下位県 上昇期 12.89 11.18 16.59 5.92 一3 。06 7.22 6.26
下降期 一s .57 一 〇.66 一8 .06 14.16 9.96 13.68 14.70
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民間投資は,上位県 ・下位:県とも大幅な下落を示 し,特に,下位県の設備投資の下落は著 しい。それ
'
に対 して,公 的な投資 は下降期になると,上位県 ・下位県ともにその上昇率が大きくなる。いずれの地




第1グ ループ(IC) 東京,群 馬,山 梨,大 分,滋 賀,福 島,鹿 児島,静 岡,長 野,長 崎
第2グ ループ(9) 岩手,京 都,沖 縄,新 潟,佐 賀,茨 城,埼 玉,島 根,愛 知
第3グ ループ(9) 宮城,兵 庫,大 阪,青 森,福 井,栃 木,鳥 取,岐 阜,熊 本
第4グ ループ(9) 石川,北 海道,山 形,秋 田,岡 山,高 知,富 山,宮 崎,徳 島
第5グ ループ(1C) 三重;神 奈川,千 葉,山 口,香 川,奈 良,福 岡,愛 媛,広 島,和 歌山
辱
表3-1と 表3-4の グループ分けにおいての比較では,多 くの県は同 じグループにとどまるか,移
動する場合には近傍のグループに移る。特にこの傾向は,成 長率の低い県に明らかとなる。
・次に県別の家計最終支出の動向を検討 してみよう。家計支出は,本 来,経 済学で分析 されているよう
に所得や価格のみに依存するのではなく,各地域の天候や広い意味での文化 によっても左右されるので,
こヒでg分 析 の中心 は県 ごとの消 費格差 が中心 になる。表3-7は ,75年,86年,90年,93年の47都道






75年 86年 90年 93年
所 得 平 均 値 1,G63 1,359 1,54E 1,606
範 囲 585.5 758.3 846.6 837.9
変 動 値 0.0847 0.0755 0.0787 0.0818
ジニ係数 0.5594 0.5556 0.5567 0.5571
飲 食 平 均 値 323 371 396 399
範 囲 181.5 226.1 225.7 222.0
変 動 値 0」026 0.0896 0.0944 0.0917
ジニ係 数 0.150了 0」462 0.1464 0.1459
被 服 平 均 値 102 98 107 101
範 囲 72.3 77.2 89.6 93.8
変 動 値 0.1520 0.1194'0ユ494 0.1593
ジニ係 数 0.5789 Q.5721 0.5798 0.5825
光 熱 平 均 値 39 99 55 59
範 囲 32.8 3L8 53.0 48.2
変 動 値 0」324 0.0949 0」093 0.0993
ジニ係数 0.5769 0.5621 0.567E 0.5641
住 宅 平 均 値 155.6 255.6 34L9 370.4
範 囲 31 35 51 58
変 動 値 0.1485 0.1130 0.1339 0.1409
ジニ係 数 0.5793 0.5689 0.5741 0.576]
雑 費 平 均 値 399 535 spa 640
範 囲 186.3 258.3 287.7 279.9
変 動 値 0.0929・ 0.0814 0.0808 0.0870
ジニ係数 0.5613 0.5578 0.5567 0.5586
変動値やジニ係数の動きからは,75年か ら86年にかけて,すべての項 目で小 さくなっているので,格
差は減少 したと言えよう。86年から90年にかけては,雑 費を除いて,値 が大 きくなっているので,格 差
は拡大 した。さらに,90年から93年にかけては,飲食,被 服,光 熱はジニ係数が小 さくなっているが
所得,住 宅,雑 費は大 きくなっているので,そ れらの格差は拡大 したことになる。




飲 食 被 服 光 熱 住 宅 雑 費
飲 食 1
衣 料 0.2007 3
光 熱 一 〇.1890 一 〇.1276 1
住 宅 一C .3749 一 〇.3951 0.0127 1
その他 」0 .4113 一 〇.2348 0.0719一C .5197' 1
所 得 一〇.1286 0.227]一 〇.2584 0.1419一〇2148
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相関が認め られる と思 われる項 目は,「飲食 と住宅」,「住宅 と雑 費」であ り,そ れ以外 の項 目間にお
いては,相 関は弱い と言 えよう。これ らの問題 は,別 のデータを用いて更に分析す る。
4.県 民 生 産 に よ る 分 析
・、
4-1.産 業 大分類 による成長比較
表3-1に よるグループ分けを基に産業別構成比と成長率 を表4-1に 示 した。










第1グ ループ 75年 2.42 39.5C 58.08
86年 7.97 1.20 1.33 33.81 6.49 64.93 9.09
90年 8.99 0.81 一 〇.57 33.34 9.1E 65.85 10.00
93年 1.05 0.72 一3 .19 31.95 一 〇.82 67.33 1.34
第2グ ループ ケ5年 7.83 35.08 57!C
86年 7.69 3.99 1.15 36.30 7.99 59.75 8.10
90年 6.82 3.01 0.03 38.49 8.58 58.50 6.44
93年 2.47 2.29 一6 .71 36.53 0.9E 61.19 3.77
第3グ ループ 75年 6.09 4C.62 53.28
86年 7.48 2.98 0.75 40.95 7.60 56.o. 8.02
90年 7.33 2.37 1.40 43.13 8.73 54.50 6.57
93年 1.82 1.96 一4 .70 40.50 一 〇.47 57.54 3.45
第4グ ル ・ープ 75年 4.83 33.19 61.98
86年 6.63 2.86 1.60 29.93 5.58 67.21 7.36
90年 6.86 2.30 1.38 31.03 8.00 66.67 6.81
93年 2,15・ 1.82 一5 .80 29.82 0.44 68.36 2.64
第5グ ルー プ 75年 9.4d 34.80 55.7E
86年 6」3 5.42 0.93 31.16 5.09 63.41 7.40
90年 6.33 4.17 一c .48 34.05 8.68 61.78 5.60
93年 2.57 3.39 一4 .43 39.19 2.54 62.42 2.76
全 体 75年 5.10 37.24 57.66
86年 7.37 2.65 1.14 34.51 6.62 62.85 8.21
90年 7.70 L98 α45 35.96 8.74 62.56 7.88
93年 0.40 1.52 一8 .39 34.30 一1 .02 64」8 0.94
第1次 産業部 門全体では,75年と93年の比較 で,構 成比が3.58ポイ ン ト下が り,'成長率 も一8.34と大
きく下落 している。第1次 産業構成比の差の大 きいのは,第2グ ループ(6.31)と第5グ ループ(6.85)
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で あ り, 2つのグループの75年か ら93年の名 目成 長率は, それ ぞ れ(一 〇.45)と(一〇.30)で あ り,全
体での (一〇.65)の成長 を左右 した と考 えられる。特 に,90年か ら93年にか けての名 目成長率 は,各 グ
.'
ループともマ イナスであ り,第1次 産業部門の低下傾向が著 しい。
第2次産業部門は,構成比が3ポ イン ト近 く下落 したが, 名 目成長率は (5.77)であ る 。特 に,第2
グループと第3グ ループの成長率 は, それぞれ(6.83)と(6.46)と全体 め成長率の向上 に寄 与 して い
る。第2 グループでは構成比が1.14ポイン ト上昇 し,全 体での下落傾向 とは逆の動 きを見せ ている。86
年か ら90年の名 自成長率は各グループとも上昇 しているが, グルー プ問に大 きさの格差が ある。第1グ
ル ー プ, 第4グ ルー プ, 第5グ ループのそれは2ポイン ト上 回るのに対 して, 第2グ ループと第3グ ルー
ブのそれはそれぞれ (0。59)と(1」4)とな っ て い る 。 また, 90年か ら93年につゼ、ては, 全体では
(一1.02)であ り, マ イナス成長は, 第1グ ルー プ_a.82,第3グ ル ー ブー0.47であ る。
第三次産業部門は,75年か ら93年の構成比の変化は全体で6.25ポイン ト増加 しているが, グル ー プ間
格差 は大 きい。第1 グ ル ー プ は9.25ポイ ン ト増加 しているのに対 して, 第2グ ル ー プ4.09,第3グ ル ー
プ4.26,第4グ ル ー プ6.38,第5グル ー プ6.6Eとなっ てい る 。成長率 については,86年まで第 1グ ル ー
プが9%台, 第2グ ループと第3グ ループが8%台,第4グ ループと第5グ ループが7%台 と なって い
る 。 ま た, 90年までの成長率は, 第1グ ループが10%台で, 他のグループは5な いし6%と格差が太 き
いo
次に地域分類による成長の違いを検討してみよう。図4一 1は地域の産業別成長率を,75年一86年,
86年一90年,90年一93年の3期 について示 した ものである。
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産業全体の75年か ら93年にかけての成長率は6.53%であ り,関東が7.19%と1地域のみ全 国平 均 を上
回 っている。第1次 産業の成長率はは一a.07%であ り,東 北 (一1.56%),関 東(一 〇.04%),北陸(一 〇.32
%),中 国 (一1.25%)で あ り, 他の地域 はプラスの値 を示 している。第2次 産業 の成長率 は5.94%で
あ り, これを上 回る地域 は,東 北 (7.09%),関東(5.95%),北 陸(6.16%),東 海 (6.36%),九州
(6.06%)の各地域 である。第3次 産業の成長率 は7.14%であ るが,関 東のみが8.02%と全国平均を上 回っ
て い る。 生産額からの産業構成の動きは,以下の ようである。第1次 産業 は,75年の5.10%から93年に
は1.63%とな り3ポ イ ン ト以上下落 している。特 に,関 東 と近畿 は構成比が1%以 下である。第2次 産
■
業 は, 37.24%から33.96%に下 落 して い るが,86年 と90年の 比較 で は,90年の構成比の方が高 く,趨 勢
は下降であって も,肢行的であ ると言 える。第3次 産業 は, 57.66%から64.42%と7ポイ ン ト近 く も拡
大 した。それらの動 向は,図4 一 2に示 した。
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/75年,90/86年との比較で上昇 している地域は,北 海道,東 海,近 畿の3地域である。93/90年のバ
●
ブル下降期 では,全 地域でマ イナス とな り,特 に,北 海道(一6.86)と東北(一10.49)は著 しい。
第2次 産業 の同様 な検討 は,以 下の ようになる。86/75年と90/86年の両期 で全 国を上 回 る地域 は東
北 と関東の2地 域 で,逆 に,画 期で下 回る地域は北 海道,近 畿,四 国,九 州の4地 域 であ る。 また,バ
ブル下降期 にマ イナス成 長の地域 は,関 東,東 海,近 畿の3地 域 であ り,他 はプ ラスであ る。
第3次 産業 につ いては,86/75年と90/86年の両 期で全 国 を上回 る地域 は関東 のみで,他 の地域 は両
朝 と も全国以下 となってい る。関東への 集中が如実 に現 れている と言 えよ う。 しか し,バ ブル下降期 で
は,全 国でマ イナス とな り,関 東,東 海,近 畿 の3地 域 のマ イナスが影響 した こ とにな る。
さ らに,産 業 を細分 化 し検 討 してみ よ う。
4-2.第1次 産業 の動向
図4-3は9地 域 の全国 を100とした ときの各構成比 を示 した ものであ り,図4-4は 対 産業 の構 成
比 の推移 を示 した ものであ る。
図4-3地 域間第 一次産業構成比推 移
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農業の生産分布の推移 を見ると,75年で全国の平均構成比を下回る地域は,関東, 中部, 近畿で,86
年で も同様 に推移 してい る。 しか し,90年お よび93年では中国が下回る地域に加わるC以下では県単位
で検討 してみ るが, その際の指標として 「県内生産構成 比/全 国構成比」9を利用する。 75年で は,秋
田,山 形, 青森, 岩手, 熊本,宮 崎の6県 が集約度が高い。86年には鹿児 島, 佐賀 の2県 が加わる。90
年ではさらに高知が加わ り9県になる。しか し,93年には青森, 岩手の2県 が外れる。
林業 につい てみ る と, 75年に全国の構成比を下回る地域は,関東, 北陸, 近畿であ り,8E年と90年に
は東海も下回るが,93年には再 び上回 る。県別 に見 ると, 75年に は, 秋 田, 宮崎,高 知, 大分, 奈良,
青森, 熊本, 長 野, 三重,岐 阜 の10県であ ったが,86年には, 岐阜が抜け,徳島,島 根, 岩手, 鹿児島
が加わ り13県となる。90年には,和 歌 山, 福 島が加わ り15県になるが, 93年には,福 島, 鹿児島が外れる。
水産業では,75年に全国平均以下は関東, 東海,近 畿の3地 域であ るが, 86年.90年, 93年におい て
は北陸が加わる。県 別 には,75年長崎, 高知,青 森,宮 崎, 北海道, 島根, 山口,岩手の5道 県である
が,86年には鹿児 島, 90年には大 分, 徳島, 93年には宮崎, 和歌山がそれぞれ加わっている。
4-3. 第2次 産業の動向
第2次産業は, 鉱 業, .製造 業,'建設業か ら構成 され るが, その地域内の動向は図4-5 と図4-6に
示 され る。鉱 業 について見 ると,.地域間の構成比の推移では北海道力'9C年に構成比 と
■
して1燗夕し そ
の分関東が構成比 を上げている。相対的には,北 海道の下降と関東の上昇が相殺 していることになる。
そのた近畿が90年に75年と比較 して 2ポ イ ン ト上昇 させ ている。地域内構成比で全国平均よ.り下回る地
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県別には,75年に秋田,長 崎,北 海道,栃 木,高 知,福 岡,山 形 の特化係 数が高 く,86年には,新潟,
長崎,福 岡,北 海道,青 森,秋 田 となる。90年には,長 崎,青 森,栃 木,和 歌 山,秋 田,大 分,岐 阜で
あ り,93年には,長 崎,新 潟,大 分,青 森,栃 木,福 島 となっている。この様 に,時 化率 の県ご との願
位の変動は比較的激 しい。
製造業については,地域別の構成比の変動は比較的安定 している。但 し,東海地区が75年に15%であっ
た ものが,86年か ら93年にかけて17%近くにな り,約2ポ イン ト上昇 させてい る。 これは近畿が21%か
ら18%と3ポ イ ン ト下 げた結果 による。75年か ら83年にか けて地域内構 成比 を上 げた地域 は,東 北(3
ポ イン ト),東海(2ポ イ ン ト〉,であ り,変 動 が1ポ イン ト前後の地域は,北 陸,中 国,九 州であ り,
北海道は2ポ イ ン ト,関東 と近畿 は3ポ イン ト,四 国は9ポ イン ト下げてい る。第2次 産業離れが如実
にあらわれているの'もと解 され よ う。県別 には70年に特化率 の高 い県 は神奈月L埼 玉,和 歌山,滋 賀,
愛知,栃 木である ものが,86年になる と,滋 賀,愛 知,群 馬,栃 木,静 岡,茨 城 とな り,さ らに90年に
は,岡 山が加 わ り,神 奈川,埼 玉,和 歌 山等の県が上位か ら中位 に移動す ることになる。
建設業の地域間構成比の推移 は,関 東が1.5ポイ ン ト,九 州が1ポ イ ン ト下 落 した の に対 して,東 海
と近畿がそれぞれ2ポ イン トと1.5ポイン ト上 げている。 しか し,90年になる と,関 東が4ポ イ ン ト近
く上 げ,近 畿が微増であ るのに対 して,他 の地域が下落 させ ている。また,93年になる と,関 東 が2ポ
イ ン ト,近 畿が微減 に対 して,他 の地域 がそ れぞれ上昇 させ るこ とになる。地域 内の構 成比の変 動は,
75年から86年にかけて上昇 した地域は,北海道と近畿が微増であるのに対 し,他の地域はすべて低下 し
ている。 しか し,90年には,す べての地域で上昇 し,さ らに93年にかけて も関東が微増で,そ の他は さ
らに構成比 を大 きくしている。県別 には,75年沖縄,岩 手,福 島,大 分,青 森,島 根が高 く,86年には,
沖 縄,北 海道,島 根,高 知,佐 賀,青 森 とな り,90年 に は,沖 縄,'北海 道,宮 崎 とな る。 また,93年 に
は,沖 縄,宮 崎,青 森,北 海道,佐 賀,島 根,福 島,岩 手,新 潟 となる。
4-4.第3次 産業の動向'
第3次 産業の中分類,電 気 ・ガス ・水道,卸 売 ・小売,金 融 ・保険,不 動産,運 輸 ・通 信,サ ー ビス
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電気 ・ガ ス ● 水道業の地域間構成比の比較では,75年か ら86年にかけて東北,関東が2ポ イ ン ト,北
陸が0.7ポイン ト上げ1 それ に対 して, 北海道, 東海が1ポ イ ン ト,近 畿が2ポ イ ン ト下 げてい る。86
年か ら90年にかけては, 関東が2ポ イン ト上げ, 中国は微増であったが,他の地域は微減である。
おいて も構成比に大 きな変化はない。地域内構成比は,北海道については変化がないが,東北は2ポ イ
ン ト, 関東1誕 ポイン ト近 く上昇 してい る。北陸,東 海は変化がないが,近畿は2ポイン ト下落してい
る 。 そ の他中国, 四国,
'九州 に変化 はない
。県別の変化では,75年に特化率の高い県は,富山,
福井, 福 島, 佐賀, 徳島, 新潟, 大分, 和歌 山, 鹿児島であり,86年に は,・徳島, 大分,和歌山が抜け
て, 山口が加 わる。90年に は, 島根が, 93年には群馬が加 わる。
流通業の地域間比較では,75年か ら86年にか けて,関 東 のみが4 ポイ ン ト上昇 し,他の地域は,
を除 いて, 1ポイ ン ト弱低下 させ ている。 さらに,90年においては, 関東が2ポ イント上昇 させ,
冒
が0.1ポイン トの上昇, 北陸が不変,他の地域が1ポ イン ト弱を減少 させている。93年には,
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に1ポ イン トの低下,他 の地域が普遍か微増である。地域内構成比の変化は,75年と86年の対比では,
全体 に低下 させているが,北 海道 と北陸が3ポ イン ト以上低下 させ,目 立ってい る。86年か ら90年につ
.いても,全 体的に低下 しているが関東 が2ポ イン トの低下である。 また,90年か ら93年にかけては,変
化がわずかであ り,各 地域 ともわずかに上下 させ ているにす ぎない。特化率の高い県は,75年大阪,福
岡,.広島,京 都 であ り,86年には,,京都が抜けて,長 崎,東 京が加わる。90年には,東京が抜け,神 奈
川が加 わ り,93年には,神 奈川が抜 けて,宮 城 が加わる。
金融 ・保険業の地域 間比較では,75年か ら86年にかけて,関 東が8ポ イン'ト上げ たのに対 して,近 畿
が5ポ イン ト下 げた。90年にかけては,関 東が5ポ イン ト上げたが,他 の地域 は平均 して下げて,93年
まで続いている。地域 内構成比の変化 については,75年との対 比で86年に東海 と近畿が1ポ イ ン ト以下
ではあるが下げたのに対 して,他 の7堆 域 はすべて上 げてい る。90年には各地域 とも若干ずつ下 げ,そ
の傾向は93年にも続 く。県の特化率の変動 は以下の ようになる。75年には東京,大 阪,京 都が高いが,
86年以降は東京のみ となる。東京への集中を反映 した ものである。
し
不動産業の地域間変動は,75年か ら86年にかけて,北 海道2ポ イ ント減,東 北2ポ イン ト増,関 東4
ポイン ト増,北 陸,東 海,近 畿,中 国がそれぞれ1ポ イン ト前後 の減,四 国,九 州増減な しである。86
年 から90年にかけては,関 東が4ポ イ ン ト以上増加 させ,他 の地域が,東 海 を除い て,そ れぞれ減歩 さ
せ ている。93年になると,関 東が2ポ イ ン ト減少 させた分近畿が増加 させている。地域内変動は,75年
と86年の対比では,全 国で2ポ イン ト以上高 ま り,各 地域 の構成比 も上昇する。特 に,北 海道,東 北,
四国は3ポ イン ト以上 も上 げている。90年になる と,構 成比の増加 は微増に留 まる。この傾向はバ ブル
が収束す る93年に も継続す る。県別の特化率の動向は,75年に大阪,千 葉,埼 玉,石 川,高 知,神 奈川
が高い。86年になると,以 上の府県 に青森,宮 城,高 知,秋 田が加 わ り,大 阪がはずれる。 さらに,90
年になると.奈 良が加 わ り,石 川,高 知が抜 ける。93年には,奈 良,埼 玉,京 都,千 葉,神 奈川 とな り
関東圏と近畿圏に限定 される。
運輸 ・通信業の地域 間変動は,75年か ら86年にかけて,関 東 が1ポ イン ト上げ,近 畿が3ポ イン ト下
げている。他の地域の変動 は僅かである。 さらに,90年には関東が1ポ イン ト上 げr他 の地域が僅 かに
減少 している。93年には,関 東が0.7ポイ ン ト下げ,近 畿が0.5ポイン ト上げてい るが,変 化 は全体 と し
ては微少 である。地域内構成比の変化 は,75年か ら86年にかけて,北 海道,東 北,北 陸が0.5ポイ ン ト
増加 させ,関 東,東 海,近 畿が微減で あ り,他 の地域 には変化 がない。90年になると,東 海,近畿が0.2
ポイン ト上げて,他 の地域 に変動はない。 さらに,93年になると,東 北,関 東,東 海,近 畿 が0。5ない
し0。7ポイン ト上げてい る。特化率の高い県は,75年沖縄 東京,兵 庫 ,鹿児 島で あ り,86年は青 森,
北海道が加わる。90年になると東京,北 海道が はずれ,長 崎が加わる。93年になる と,青 森がはずれ,
新たに千葉が加わり,再び東京が登場する。
サー ビス業 の地球間構成比 の変動は,75年か ら86年にわ・けて関東が2ポ イン ト上 げたのに対 して,近
曹
鱗が1ポ イン ト下げている。90年になる と関東が5ポ イン ト上 げ,東 海,近 畿,中 国が1ポ イン トずつ
下 げてい る。関東は全体の46%をしめることになる。 しか し乳93年になると関東が1ポ イン ト下げ,各
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地が微増することになる。地域内の変動は,75年か ら86年にか けては各地域で3ポ イン ト近 く増加する。
さ らに, 90年お よび93年にかけては, 各地 ともそれぞれ1な い し2ポ イン ト増加 させ る。県 別には, 75




全国の卸売 りと小売 りの合計商店数は1982年の215万を最大数に減少 している。これ を卸売 ● 小売別
および法人商店 ● 個人商店別に検討 してみると,以下 の ようになる。卸売 り全体 では,199]年に約48万
と最大数にな り,以 降は減少 してい る。法人は同様に1991年が最大 数であ るが,個 人は1982年に13万と
最大数に な り,両者の変動は異なる。一 方 ,小売 りは法人が増加の一途を辿 り94年現在54万を数えるが,
個 人は1979年に129万と最大 数を示 す。 図5一 1と 図5-2は, それぞれ卸売商店数の推移と小売商店
数の推移を示 したものである。94年に は, 法人の卸売は減少し,法人の小売は増加 しているが,個人商
店数は卸売,小売 と も減少 している。
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従業者の推移を示 したのが,図5 一 3である。卸売業の従事者は91年の480万人をピークに94年は減
少 しているが, 小売業の従事者は年々増加 しているのが特徴である。県別の全就業者に対 しての商業従
事者の比率は,図5-9に 示 した 。 その比 率は85年を除い て88年か らは18%以上 になって いる。産業の
うちで も構成比の高い業種である。76年と94年の商業者の就業比率を比較 してみると,マ イナスの地域
は,大 阪 と東京であ り, 1ポイ ン ト以下の県は11道県, 1ポイ ン下以上2ポ イ ン ト未満の県 は28県,2
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さ らに, 総務庁の社会生活統計指標によれば,製造業と流通 ■ 飲食店の従業者の数は, 1981年に は
1,290万と1,490万で, そ の 差 は200万で あ ったが,1991年に は1,410万対1,69J万と な り, その差 は281万





卸売業者の販売先は,産業用使用者,卸売業者,小 売業者, 海外であるので, 県単位での販売額の変
動 は, 卸売の取引先の変動か,大都市卸売業者の地方進出を表すものであると考えられる。プラス地域
は, 卸売取引の活発化であり,マ イナス は逆である。表5 一1 は76年か ら94年までの, 卸売業販売額の
県別構成比の推移を示 したものである。成長率の高い地域が卸売販売額構成比を増や しているかについ
て は, 必ず しも両者は一頚するものではない。卸売 り取引の複雑さを示すものであろう。・ま た , バブル
期以降, 東京と大阪の符号はマイナスであることに注意が必要である。
表5-1 卸売業の県別販売額構成比の変動(プラスは増加,マイナスは減少を示す)
76-85年 85-91年 91-94年 都 道 府 県 名
1 十 十 十 lc 埼玉,千 葉,長 野, 愛媛, 岡山,熊本, 山梨,宮崎, 奈良, 沖縄,
徳島,三 重
2 十 十 . } 8, 愛知,神 奈川,茨 城, 静岡, 群馬, 栃木, 岐阜, 滋賀
3 十 一 十 4 大分,佐 賀,鹿 児島, 和歌山
4 十 『 一 . 1 東京
5 一 十 十 7 宮城,福 島,高 知, 兵庫, 福井, 石川, 新潟
6 一 十 『 1 広島








表5-2 小売業の県別販売額構成比の変動(プ ラスは増加,マ イナスは減少を示す)
76-85年 85-91年 91-99年 都道府県名
1 十 十 十 10 宮 城,群 馬,千 葉,山 梨,岐 阜,愛 知,三 重,滋 賀,奈 良,香 川
2 十 十 一 4 茨 城,栃 木,埼 玉,神 奈川,
3 十 一 十 10 富山,石 川,福 井,長 野,徳 島,愛 媛,佐 賀,熊 本,鹿 児島,沖 縄
4 一 十 十 2 京都,広 島
5 一 十 一 3 東京,大 阪,兵 庫
6 一 一 十 18
北海道,青 森,岩 手,秋 田,山 形,福 島,新 潟,静 岡,和 歌 山,
鳥取,島 根,岡 山,山 口,高 知,福 岡,長 崎,大 分,宮 崎
卸売業で,バブル上昇期 ・下降期 と も全 国 シェァーを落 とす地域は,第4グ ルー プと第8グ ループで
あ り, 東京と大阪が含まれている。これは分散化の傾向と理解できよう。小売 りではバブル上昇期 ・下
降期とも全国シェアーを落 とす地域はない。これは小売業が最終需要に依存していることの現れであろう。
6.あとがき
75年か ら93年までの各都道 府県の成 長は,最 大県7.43%,最小県4.64%であ り,そ の差 は2.79であ る
が, バブル期 (80年)まで は 最大 県8.4896,最小 県4.95%であ って,そ の 差 は3.53であ り,さ ら に,バ
ブル期(90年まで)は 最大 県7.02%,最小県3.45%とその差 は3.57になる。 しか し,バ ブル収 束 とと も
に最大 県3.81%,最 小 県0.08%とな り, その差は3.73となるが,成 長順位 の変動が大 き く起 こ り,平 準
化 に向か った。
産業の生産額構成比で見ると,全 体で, 第1次 産 業5.10が1.52,第2次産 業37.24が34.30とい ず れ も
減少 し,第3次 産業が57.66から64.18と上昇 させてい る。これを3-1の5グ ループ分 けで検討すると,
第1次 産業では第2グ ループの5.54,第5グ ルー プの6.05各ポ イン トが大 きい。第2次 産業 で は,第1
グル ー プの7.55と,第3次 産業 は, 逆に, 第1グ ルー プが9.25ポイ ン トと大 きく全体 に影響 してい る。
75年か ら93年にか けての成長 寄与率 の大 きい産業は,製:造23.04,卸小売13。98,不動産12.99,サービス
19.93であ り, 逆 に,農 業 一〇.12,林業 一〇.06であ る。75年か ら90年まで は,製 造26,金融 保険5で あっ
たが, バブル収束 とともに各 一20,一16と大幅な低下 を見せてい る。 特 に,第1グ ルー プの 各 一43,
一41が影響 してい る。 また,90年か ら93年の寄与度で大 きい部門 は,建 設19.47,不動産34.93,運輸 通
信1L17,サ ー ビス24.65,政府サ ー ビス15.78であ る。政府の寄与 は,表3-3,表3-5等 か らも明 ら
か となる。
全体的にバブル以前では成長を支えた要因は,家計や民間に依存 していたが,バ ブル後には,政府へ
の依存が 目立つ ようになったと言えよう。また,産 業全体が第三次産業化 しているのであるが,古 い人
間には,物 を造る意味を再検討 したいところである。
(えだ みきお)
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